
建築着工統計調査における分類一覧

○建築着工統計

地域 建築主の種別 敷地の位置（都市計画）

全国 総計 総計
都道府県（統計に用いる「標準地域コード」） 公共 市街化区域

国 市街化調整区域
都道府県 区域区分非設定都市計画区域
市区町村 準都市計画区域

民間 都市計画区域及び準都市計画区域外

会社

会社でない団体

個人

建築主の会社の資本金等（建築主が「4.会社」の場合のみ） 利用率区分

総計 総計
1000万円以下 0.0％～19.9％
1000万円超～3000万円以下 20.0％～29.9％
3000万円超～1億円以下 30.0％～39.9％
1億円超～10億円以下 40.0％～49.9％

10億円超 50.0％～59.9％
60.0％～69.9％
70.0％～79.9％
80.0％～89.9％
90.0％以上

工事の予定期間 工事種別

総計 総計
３月未満 新築
３～５月 増築
６～８月 改築
９～12月
13～18月
19～24月
25月以上

市区町村
（統計に用いる「標準地域コード」，各調査時の月末の時
点）
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建築物の用途（平成21年４月以降の分類）

全構築物計 全構築物計 住宅計
居住用計 居住用計 産業用構築物計

Ａ．居住専用住宅 Ａ．居住専用住宅 事務所
Ｂ．居住専用準住宅 Ｂ．居住専用準住宅 店舗
Ｃ．居住産業併用建築物 Ｃ．居住産業併用建築物 工場及び作業場

非居住用計 １１．居住農林水産業併用建築物 倉庫

Ｄ．農林水産業用建築物
１２．居住鉱業，採石業，砂利採取業，建設業
併用建築物

学校の校舎

Ｅ．鉱業，採石業，砂利採取業，建設業用建
築物

１３．居住製造業併用建築物 病院・診療所

Ｆ．製造業用建築物
１４．居住電気・ガス・熱供給・水道業併用建
築物

その他

Ｇ．電気・ガス・熱供給・水道業用建築物 １５．居住情報通信業併用建築物
Ｈ．情報通信業用建築物 １６．居住運輸業併用建築物 ※１ 住宅計は、用途別大分類・中分類のA、Bの合計となる。
Ｉ．運輸業用建築物 １７．居住卸売業，小売業併用建築物 ※２
Ｊ．卸売業，小売業用建築物 １８．居住金融業，保険業併用建築物
Ｋ．金融業，保険業用建築物 １９．居住不動産業併用建築物
Ｌ．不動産業用建築物 ２０．居住宿泊業，飲食サービス業併用建築

物Ｍ．宿泊業，飲食サービス業用建築物 ２１．居住医療，福祉併用建築物
Ｎ．教育，学習支援業用建築物 ２２．居住教育，学習支援併用建築物
Ｏ．医療，福祉用建築物 ２３．居住その他のサービス業併用建築物
Ｐ．その他のサービス業用建築物 ２４．居住公務併用建築物
Ｑ．公務用建築物 ２５．他に分類されない居住産業併用建築物
Ｒ．他に分類されない建築物 非居住用計

Ｄ．農林水産業用建築物
Ｅ．鉱業，採石業，砂利採取業，建設業用建築物

３２．鉱業，採石業，砂利採取業用建築物
３３．建設業用建築物

Ｆ．製造業用建築物
３４．食料，繊維，木材，木製品等製造業用建
築物
３５．化学工業・石油製品等製造業用建築物
３６．鉄鋼業，非鉄金属・金属製品製造業用
建築物
３７．機械器具製造業用建築物
３８．その他の製造業用建築物

Ｇ．電気・ガス・熱供給・水道業用建築物
３９．電気業用建築物
４０．ガス業用建築物
４１．熱供給用建築物
４２．水道業用建築物

Ｈ．情報通信業用建築物
４３．通信業用建築物（信書送達業用を除く）
４４．放送業，情報サービス業，インターネット
附随サービス業用建築物
４５．映像・音声・文字情報製作業用建築物
４６．新聞・出版業用建築物

Ｉ．運輸業用建築物
Ｊ．卸売業，小売業用建築物
Ｋ．金融業，保険業用建築物
Ｌ．不動産業用建築物

５０．不動産業用建築物
５１．駐車場業用建築物

Ｍ．宿泊業，飲食サービス業用建築物
５２．宿泊業用建築物
５３．飲食サービス業用建築物

Ｎ．教育，学習支援業用建築物
５４．学校教育用建築物
５５．社会教育用建築物
５６．学習塾，教養・技能教授用建築物
５７．その他の教育，学習支援業用建築物

Ｏ．医療，福祉用建築物
５８．医療業，保健衛生用建築物
５９．社会保険・社会福祉・介護事業用建築物

Ｐ．その他のサービス業用建築物
６０．郵便局用建築物
６１．学術・開発研究機関・政治・経済・文化団
体用建築物
６２．旅行業用建築物
６３．娯楽業用建築物
６４．宗教用建築物
６５．その他のサービス業用建築物

Ｑ．公務用建築物
Ｒ．他に分類されない建築物

使 途 別大 分 類 中 分 類

使途別には大分類及び中分類のCが含まれていないた
め、「全構築物計」と一致しない。
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建築物の用途が多用途かどうか 構造 床面積（平方メートル）

総計 総計 総計
多用途 木造 29平方メートル以下
多用途以外 鉄骨鉄筋コンクリート造 30～99平方メートル

鉄筋コンクリート造 100～149平方メートル
鉄骨造 150～299平方メートル
コンクリートブロック造 300～699平方メートル
その他 700～1,299平方メートル

1,300～2,999平方メートル
3,000～4,999平方メートル
5,000～9,999平方メートル
10,000平方メートル以上

新築の場合における階数・地上階の階数

総計
１階
２階
３階
４～５階
６～９階
10～15階
16～20階
21～30階
31階以上

○住宅着工統計

工事別 新設住宅の資金 住宅の建築工法

総計 総計 総計
新設 民間資金住宅 在来工法
その他 公営住宅 プレハブ工法

住宅金融支援機構住宅 枠組壁工法
都市再生機構住宅
その他

住宅の種類 建て方 利用関係

総計 総計 総計
専用住宅 一戸建住宅 持家
併用住宅 長屋建住宅 賃家
その他の住宅 共同住宅 給与住宅

分譲住宅

住宅の床面積の合計（平方メートル） 建築を伴う除却住宅の利用関係

総計 総計
29平方メートル以下 持家
30～99平方メートル 賃家
100～149平方メートル 給与住宅
150～299平方メートル
300～699平方メートル
700～1,299平方メートル
1,300～2,999平方メートル
3,000～4,999平方メートル
5,000～9,999平方メートル
10,000平方メートル以上
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